
(碧南市設計等業務委託施行事務取扱要領) 

 

   碧南市設計等業務委託施行事務取扱要領 

 

   第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、碧南市の設計等業務委託の施行に関する事務の取扱いについて、碧

南市契約規則（平成５年２月１５日規則第１号）に定めるもののほか、この要領の定め

るところによる。 

 （定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

 (1) 業務委託 市が発注する土木建築に関する設計業務委託（測量を含む。）で予定価格

（消費税相当額を含めたものをいう。以下同じ。）が５０万円を超えるものをいう。 

 (2) 契約者 当該業務委託の請負業者 

 (3) 業務委託担当部長 業務委託の施行を担当する課等の属する部の長をいう。 

 (4) 業務委託担当課長 業務委託の施行を担当する課等の長をいう。 

 (5) 業務委託担当職員 業務委託の施行事務を担当する職員をいう。 

 (6) 契約担当課長 業務委託の契約事務を担当する課等の長をいう。 

 (7) 契約担当職員 業務委託の契約事務を担当する職員をいう。 

 (8) 監督職員 市長から当該業務委託の監督を命ぜられた者をいう。 

 （業務委託の施行依頼） 

第３条 各部の長は、業務委託の施行を依頼しようとするときは、業務委託等の設計・監

督依頼書（様式第１号）に説明資料を添えて業務委託担当部長に提出するものとする。 

２ 業務委託担当部長は、前項の文書を受理したときは、所属の業務委託担当課長に業務

委託の施行を指示するものとする。 

   第２章 設計書の作成 

 （設計図書の作成） 

第４条 業務委託担当職員は、業務を施行しようとするときは、設計書（様式第２号）、図

面及び仕様書（以下「設計図書」という。）を作成するものとする。 

２ 業務委託担当職員は、当該業務委託の設計の内容を変更しようとするときは、変更設

計書（様式第３号）、図面及び仕様書（以下、「変更設計図書」という。）を作成するもの



(碧南市設計等業務委託施行事務取扱要領) 

 

とする。 

 （設計用見積書の徴収） 

第５条 業務委託担当職員は、設計書に採用する業務等の見積りを業者に依頼するときは、

見積依頼書（様式第４号）を作成し、決裁を受けなければならない。 

２ 見積りを依頼する業者（以下「見積業者」という。）は、実績、経験、企業規模、技術

水準等を勘案し原則として３社以上選定しなければならない。 

３ 見積業者が入札参加業者となる見込みのある場合又は設計全体にわたる見積りを依頼

する場合の見積業者の選定については、推定見積金額が１００万円を超えるものについ

ては契約担当課長の合議を受けなければならない。また、５００万円を超えるものにつ

いては碧南市入札審査委員会（碧南市入札審査委員会規程（平成１８年碧南市訓令第３

号）による。以下「入札委員会」という。）の選定により行うものとする。 

４ 業務委託担当課長は、前項の規定に基づいて入札委員会に付議しようとするときは、

見積業者推薦書（様式第５号）を作成し、見積依頼書を添えて契約担当課長に提出する

ものとする。 

５ 契約担当職員は、入札委員会において見積業者を選定したときは、見積業者選定通知

書（様式第６号）を作成し、業務委託担当課長に通知するものとする。 

 （設計価格の決定） 

第６条 見積りによる設計書に採用する価格（以下「設計価格」という。）は、前条第３項

に規定する見積りの場合は、見積り内容を検討の上最低価格を基に物価状況等を勘案し

て決定するものとする。 

２ 前項以外の設計価格は、見積価格のうち異常値を除いた平均価格を基に物価状況等を

勘案して決定するものとする。 

３ 業務委託担当職員は、見積りにより設計価格を決定するときは、前条第１項の決裁を

受けなければならない。 

 （委託施行伺） 

第７条 業務委託担当職員は、業務委託を施行しようとするときは、委託施行伺書（様式

第７号）に設計図書を添えて決裁を受けなければならない。 

   第３章 契約の締結 

 （入札及び契約事務の依頼） 

第８条 業務委託担当課長は、業務委託の入札及び契約の事務を依頼するときは、契約担
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当課長に入札・契約事務依頼書（様式第８号）に前条の委託施行伺書を添えて依頼する

ものとする。 

２ 業務委託担当課長は、随意契約による契約事務を依頼するときは、契約担当課長に随

意契約による見積者推薦書（様式第９号）を前項の書類に添えて依頼をするものとする。 

 （契約図書の作成） 

第９条 業務委託担当職員は、契約用の金抜設計書、図面及び仕様書（以下「契約図書」

という。）の原稿を作成するものとする。 

２ 業務委託担当職員は、閲覧用の金抜設計書、図面、仕様書その他見積りに必要な図書

（以下「閲覧図書」という。）を作成するものとする。 

 （契約方法及び入札者等の決定） 

第１０条 業務委託の契約方法並びに指名競争入札の入札者及び随意契約における見積者

（以下「入札者等」という。）は、市長が決定する。 

２ 設計金額が５００万円を超える業務委託の入札者等の決定は、入札委員会の選定によ

り行うものとする。 

３ 契約担当課長は、前項の入札委員会に付議するときは入札者等候補者推薦書（様式第

１０号）を作成するものとする。 

４ 契約担当職員は、入札委員会において入札者等が選定されたときは、入札者等選定調

書（様式第１１号）（随意契約による場合は見積業者選定通知書（様式第６号））を作成

するものとする。 

 （指名等の通知） 

第１１条 契約担当職員は、入札を執行するときは、入札執行伺に入札者等決定調書（様

式第１２号）及び指名競争入札通知書（様式第１３号）を添えて決裁を受けなければな

らない。 

２ 契約担当職員は、入札の通知をしたときは入札者等決定調書を閲覧に供するが、指名

する業者数及び業者名については、公表しないものとする。 

３ 業務委託担当職員は、随意契約見積りを依頼するときは、見積徴収伺に見積依頼書（様

式第１４号）を添えて決裁を受けなければならない。 

 （予定価格書の作成） 

第１２条  契約担当職員は、予定価格書（様式第１５号）を作成するものとし、碧南市決

裁規程（平成４年碧南市訓令第３号）の規定による決裁者は、予定価格書に予定価格を
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記載し、押印の上封印するものとする。ただし、予定価格を公表したものについては、

封印することを要しない。 

２ 予定価格書は、開札の時刻まで契約担当課長が保管するものとする。 

 （入札等執行） 

第１３条 市長は、入札者等の留意すべき事項を碧南市入札者心得書（以下「入札者心得

書」という。）として定めるものとする。 

２ 契約担当職員は、入札の際入札執行場所の見やすいところに入札者心得書及び碧南市

設計等業務委託請負契約約款（以下「契約約款」という。）を置いておかなければならな

い。 

３ 入札者等は、入札をしようとするときは、入札書（様式第１６号）を封筒（様式第１

７号）に入れ封印して提出するものとする。 

４ 入札者等は、随意契約による見積りを提出しようとするときは、見積書（様式１８号）

を封筒（様式第１９号）に入れ封印して提出するものとする。 

５ 電子入札の場合は、碧南市電子入札実施要領に基づき行うものとする。 

 （入札の辞退） 

第１４条 入札者等は、入札執行前に入札の辞退をするときは、当該入札の前日までに入

札辞退届（様式第２０号）を提出しなければならない。 

２ 前項において、指名競争入札参加者の追加指名は行わないものとする。 

 （契約の締結） 

第１５条 契約担当職員は、契約を締結しようとするときは、委託契約伺書（様式第２１

号）に委託請負契約書（様式第２２号）及び当該契約の入札書を添付して決裁を受けな

ければならない。 

 （入札結果の公表） 

第１６条 契約担当職員は、契約を締結した後速やかに入札及び契約結果表（様式第２３

号）を作成し、契約締結日から１年間閲覧に供するものとする。 

 （契約に関する書類の引継ぎ） 

第１７条 契約担当課長は、当該契約が締結されたときは、速やかに契約に関する書類を

業務委託担当課長に引き継ぐものとする。 

   第４章 業務委託の施行 

 （監督職員の通知） 
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第１８条 契約担当職員は、当該業務委託の監督職員の職氏名を契約伺書に記載し、決裁

を受けなければならない。 

２ 契約担当職員は、契約締結時に監督職員通知書（様式第２４号）により当該業務委託

の監督職員の職氏名を契約者に通知しなければならない。 

３ 業務委託担当職員は、監督職員を変更するときは、監督職員変更通知書（様式第２５

号）により決裁を受け、当該業務委託の契約者に通知しなければならない。 

 （着手届） 

第１９条 契約者は、業務委託に着手しようとするときは、着手届（様式第２６号）を業

務委託担当職員に提出しなければならない。 

 （工程表） 

第２０条 契約者は、契約締結の日から５日以内に工程表（様式第２７号）を業務委託担

当職員に提出しなければならない。ただし、設計図書により業務委託の工程を指定した

ときこれを省略することができる。 

 （管理技術者、照査技術者等） 

第２１条 契約者は、契約締結の日から５日以内に管理技術者を定め、管理技術者通知書

（様式第２８号）を業務委託担当職員に提出しなければならない。これらを変更したと

きも同様とする。 

２ 設計書の定めにより照査技術者を定めた場合も前項を準用する。 

３ 第１項の管理技術者は業務委託に関する一切の事項を処理する者をいう。 

４ 第２項の照査技術者は、成果品の内容の技術上の照査を行う者をいう。 

 （設計内容の変更） 

第２２条 監督職員は、設計の内容の変更によって契約変更をしようとするときは、業務

委託変更伺書（様式第２９号）に設計変更協議書（様式第３０号）を添えて決裁を受け

なければならない。 

２ 監督職員は、変更の協議が調ったときは、契約者の管理技術者とともに設計変更協議

書に記名するものとする。 

 （委託期間の延長） 

第２３条 契約者は、天災地変その他やむを得ない理由により委託期間の延長の請求をし

ようとするときは、委託期間延長請求書（様式第３１号）に理由書（様式第３２号）を

添えて監督職員に提出しなければならない。 
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２ 監督職員は、前項の理由により委託期間を延長しようとするときは、委託変更伺書に

委託期間延長請求書及び理由書を添えて決裁を受けなければならない。 

３ 監督職員は、自ら委託期間を延長しようとするときは、委託変更伺書に委託期間変更

協議書（様式第３３号）を添えて決裁を受けなければならない。 

４ 監督職員は、前項の協議が調ったときは契約者の管理技術者とともに委託期間変更協

議書に記名するものとする。 

５ 監督職員は、委託期間を延長するときは、委託期間延長通知書（様式第３４号）によ

り契約者に通知するものとする。 

 （業務委託の下請負） 

第２４条 契約者は、その請け負った業務委託を一括して他人に請け負わせてはならない。 

２ 契約者は、請け負った業務委託の一部を他人に請け負わせようとするときは、あらか

じめ監督職員の承諾を得なければならない。 

 （火災保険等） 

第２５条 契約者は、特記仕様書に保険を付すべきことを明記した業務委託については、

火災保険その他必要な保険を付さなければならない。 

２ 契約者は、保険契約を締結したときは、その証書の写しを業務委託担当職員に提出し

なければならない。 

 （契約の変更） 

第２６条 業務委託担当課長は、当該業務委託の契約を変更しようとするときは、変更契

約事務依頼書（様式第３５号）に業務委託変更伺書及び変更設計図書を添えて契約担当

課長に依頼しなければならない。 

２ 契約担当職員は、契約の変更をしようとするときは、委託変更契約伺書（様式第３６

号）に委託変更請負契約書（様式第３７号）、業務委託変更伺書及び変更設計図書を添え

て決裁を受けなければならない。 

 （業務委託の一時中止） 

第２７条 業務委託担当職員は、業務委託を一時中止するときは、業務委託一時中止決定

書（様式第３８号）により契約者に通知するものとする。 

２ 業務委託担当職員は、業務委託の一時中止をするときは、その時点で出来形検査を行

うものとする。 

 （契約の解除） 
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第２８条 契約担当職員は、契約の解除をする必要があるときは、契約解除通知書（様式

第３９号）により契約者に通知するものとする。 

２ 業務委託担当職員は、契約の解除に伴う契約代金の精算をするときは、出来形検査を

行い、その精算額を確定し、契約解除精算通知書（様式第４０号）により契約者に通知

するものとする。 

 （権利義務の譲渡等） 

第２９条 契約者は、契約により生ずる権利義務の譲渡又は承継の申出を受けるときは、

業務委託譲渡・承継承諾申出書（様式第４１号）を提出しなければならない。 

２ 契約担当職員は、前項の申出を承諾するときは、業務委託譲渡・承継承諾書（様式第

４２号）により契約者及び譲渡人又は承継人に通知するものとする。 

 （名称変更等の届出） 

第３０条 契約者は、契約者の名称、代表者又は住所の変更があったときは、名称等変更

届（様式第４３号）により、その事実の生じた日から１４日以内に提出しなければなら

ない。 

 （部分使用等） 

第３１条 業務委託担当職員は、成果品の引渡し前においてその全部又は一部を使用する

必要があるときは、部分・全部使用依頼書（様式第４４号）により契約者に依頼し、全

部又は一部の使用をすることができる。 

 （部分引渡し） 

第３２条 業務委託担当職員は、業務委託の完成に先立って、成果品の一部完了部分の引

渡し（以下「部分引渡し」という。）を受ける必要があるときは、部分引渡協議書（様式

第４５号）により契約者と協議し、部分引渡しを受けることができる。 

２ 業務委託担当職員は、前項の規定による協議が成立したときは、契約者から部分引渡

承諾書（様式第４６号）を徴するものとする。 

３ 市長は、部分引渡しを受けた場合は、当該部分引渡しに対する契約代金相当額を契約

者に支払うものとする。 

 （損害賠償） 

第３３条 契約担当課長は、業務委託の一時中止、契約の解除、部分使用その他の理由に

より、契約者から損害賠償の請求があったときは、意見を付して市長に報告し、その指

示を受けるものとする。 
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   第５章 業務委託の完了 

 （完了届） 

第３４条 契約者は、業務委託（第３２条の規定による部分引渡しを受ける完了部分を含

む。以下第３６条第１項において同じ。）が完了したときは、直ちに完了届（様式第４７

号）を提出しなければならない。 

 （検査） 

第３５条 業務委託の検査は、碧南市委託設計・調査業務成績評定要綱に基づき、業務委

託担当課長が行う。 

２ 業務委託担当課長は、完了検査調書（様式第４８号）を作成し、契約担当者に報告し

なければならない。 

 （引渡し） 

第３６条 業務委託担当職員は、業務委託が完了し、検査に合格したときは、引渡書（様

式４９号）により業務委託の成果品の引渡しを受けなければならない。 

   第６章 契約代金の支払 

 （前金払） 

第３７条 契約担当職員は、前金払をする場合は、前金払の額を契約条項（約款で定める

ものを含む。以下同じ。）に定めなければならない。 

２ 契約者は、前払金を請求するときは請求書（様式第５０号）に前払保証証書を添えて

請求するものとする。 

（部分払） 

第３８条 契約担当職員は、部分払をする場合は、その回数及び出来形部分に対する部分

払の割合を契約条項に定めなければならない。 

２ 契約者は、部分払を受けようとするときは、部分払に係る出来形検査請求書（様式第

５１号）を提出するものとする。 

３ 契約者は、出来形検査に合格したときは請求書（様式第５２号）を提出して部分払金

を請求することができる。 

 （精算払） 

第３９条 契約者は、完了検査に合格したとき、又は第２８条に規定する契約の解除に係

る精算をするときは、請求書（様式第５２号）を提出して契約代金を請求することがで

きる。 



(碧南市設計等業務委託施行事務取扱要領) 

 

   第７章 雑則 

 （台帳の整備） 

第４０条 業務委託担当職員は、委託台帳（様式第５３条）を整備し、業務委託の施行経

過を明らかにしておかなければならない。 

 （依頼業務委託の引継ぎ） 

第４１条 業務委託担当部長は、依頼を受けた業務委託が完了したときは、業務委託関係

書類引渡し書（様式第５４号）により各部等の長に引き継ぐものとする。 

   附 則 

 この要領は、平成１４年１月１日から施行する。 

 この要領は、平成１５年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２６年１１月１日から施行する。 

 この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

 この要領は、平成２９年１０月１日から施行する。 

 この要領は、令和５年１０月１日から施行する。 

この要領は、令和６年４月１日から施行する。 


